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1.はじめに 

我が国の政策である SIP（戦略的イノベーショ

ン創造プログラム）[1]の対象課題として自動走

行システムの研究開発がある．その中で車車間

通信は，高速道路での車線変更，本線合流や分

岐時における判断の迅速性や確実性を高める技

術として重要である [2]． 

筆者らは，車車間通信の典型的なユースケー

スとして，高速道路での進路変更時の周囲車両

との合意形成アルゴリズムの検討を行った．ま

た，シミュレーションによる評価を通じて，送

信電力の最適化，および走行中のレーン情報を

用いる有効性について考察した． 

2.自動走行における通信活用 

[2]や5.8GHz帯を用いた車車間通信システムの

実験用ガイドライン[3]は，具体的な通信活用ケ

ースとその要件を定義している．自動走行シス

テムで特に重要なものとして進路変更時(車線変

更時または本線合流時)の合意形成支援が挙げら

れており，表 1， 図 1に高速道路における進路変

更時の場合の主な通信要件とケース概要を記す． 
表 1 基本的な通信要件 

 
図 1 ユースケース概要 

 

 

 

 

3.先行研究とその課題  

従来の車車間通信の課題として，チャネルア

クセス方式に CSMA/CAを用い送信電力を一定 

に設定した場合，車両が密集している状況で情

報更新周期が短いとチャネル競合が悪化し，車

両間の通信遅延が増大する点が指摘されている． 

競合を減らす手法としては送信電力制御[4]があ

る．ここではスループット向上，遅延低減にお

いて手法の有効性が示されている． 

  車車間通信を用いた合意形成アルゴリズムは

[5]などで検討されているが，表 1 のような実際

の通信要件を考慮したシミュレーション等によ

る評価は成されていない．  

そこで，次項以降では，チャネル競合を抑え，

通信要件を満たすアルゴリズムを検討方式とし

て定義し，評価する． 

4.検討方式 

4.1.前提条件 

表 1の通信要件に基づく．送信電力は可変とす

る．また，自車両と周囲車両との位置関係はカ

メラ，レーダ等により事前に把握しているもの

とし，送受信するパケットには車両速度，車両

位置などの自車両情報が含まれるものとする． 

4.2.検討方式 

以下のようなアルゴリズムを検討した．尚，

図 2中の車両 A，1，2，3は全て図 1内の各車両

に対応する． 

 
図 2  検討アルゴリズム 

最初の要求送信後，進路変更車両はいずれか

の受信車両から返信パケットを受信した時点で

20ms 間隔の要求再送を中止する．再送は最大 4

回までとし，それでも届かない場合には通信に

よる支援を終了して手動による合流・車線変更

に切り替える． 

送信電力は電波の推定伝搬距離に応じて 3段階

周波数帯 5.8GHz帯 

チャネルアクセス方式 CSMA/CA 

データレート 4Mbps  

帯域幅 4.4MHz  

受信感度 -96dBm 

通信品質 片道累積パケット到達率

99%以上 

対象エリア 255m 

データサイズ 320byte 

送信間隔と再送回数 20ms間隔で再送 4回 

合意形成までの時間 最大 400ms 
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で評価する．また， 走行中のレーン情報を用い

て，進路変更先レーンの車両のみが受け入れ可

否を返信する場合を想定し評価する．走行中の

レーンが認知できる場合， 適切な車両のみが要

求に応答し，不要なパケット返信を抑制できる． 

5.評価と考察 

5.1シミュレーション評価の条件 

シミュレーションでは，直線的な高速道路を

模したシナリオを汎用ネットワークシミュレー

タ Qualnet5.2[6]上に作成した．また，表 1 の通

信要件に加えて追加設定値を表 2のように定めた． 

帯域の使用用途は進路変更時の合意形成支援

のみとし，1 秒間の中で要求を出す車両の台数は

1 台/10 台/100 台の 3 通り想定した．それぞれの

場合において，最大 5回の送信後の後続車両から

の応答受信率と最短応答到達時間を測定した． 
表 2 追加設定値 

項目 設定値 

道路環境 片側 3車線 

1車線 3.5m 車線長 2500m  

車両台数 30台 

車頭間隔 1.8s 

送受信切り替え処理時間 5ms 

パスロスモデル Two-Ray Ground 

フェージングモデル Rayleigh 

送信電力と推定伝搬距離 強:300-350m/ 

中:200-250m/弱:100-150m 

シミュレーション時間 60s 

5.2.シミュレーション評価結果と考察 

(a)送信電力/レーン認知可否についての評価 

各車両が 100km/h で走行時の結果を表 3， 図 

3 に示す．送信電力「強」では「弱」に比べてフ

ェージング耐性があり， 再送回数と到達時間が

減少する．但し，チャネル混雑時にはかえって

競合を悪化させ再送回数が増えるため，チャネ

ル混雑度に応じた電力制御の必要がある． 

一方で，レーン認知が可能な場合には総パケ

ット数の減少に伴いチャネル占有率が低下し，

送信電力が強いほど良い結果が得られた． 

(b)走行速度による評価 

 走行速度による応答到達時間の差を図 4に示す．

送信電力「強」，レーン認知「有」，要求車両

台数「100 台/秒」で評価を行い，受信率は図か

らは読み取れないがいずれも 100%であった． 

走行速度に伴い受信レベルの変動も激しくな

り，かつ車間距離が広がって応答可能な車両台

数が減ることから再送回数が増える傾向にある．          

80km/h ではほぼ初回の送信で到達するが，

140km/h では 2 回程度再送が必要である．今回

の場合では最大 60ms程度で 1往復の送受信が完

了しており，同程度のチャネル混雑度であれば

400ms以内で2往復の送受信は十分可能である． 

(c)新たに見つかった課題 

図 1において，車両 Aと車両 3，車両 Bと車両 2

のそれぞれの間で合意が同タイミングで形成さ

れる可能性がある．(サービスの競合のリスク．) 

6.おわりに 

自動走行システムにおける，車車間通信を用

いた車線変更，本線合流時の合意形成アルゴリ

ズムについて，実際の通信要件に基づいて検討，

評価を行った． 今後は，その他のユースケース

についても具体的なアルゴリズムを検討し，複

数のケースが同時発生した場合の評価を行う予

定である． 

表 3 要求を出す車両の台数と応答受信率[%] 

 1台/秒 10台/秒 100台/秒 

強（レーン認知可） 100.00 100.00 100.00 

強 100.00 100.00 94.44 

中（レーン認知可） 100.00 100.00 100.00 

中 100.00 100.00 100.00 

弱（レーン認知可） 100.00 100.00 83.33 

弱 100.00 100.00 72.22 

 
図 3 要求を出す車両の台数と最短応答到達時間 

 
図 4 走行速度毎の累積応答受信率 
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